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貸金業法の改正に対応した最新版！ 

概要

★金銭貸借をめぐる訴訟を、各類型ごとに分類。それぞれの問題点について、実務的な観点から、整理・検討・詳細解説。

〈最新内容〉
●貸金業の適性化、過剰貸付の抑制、金利体系の適正化などを柱とする貸金業法の改正に対応！
●金銭貸借に関係する最新の判例を収載！

記述は判例通説を基本とし、論説の根拠となった法の条文、判例（判決年月日、出典明示）、学説、評釈などを明らかにしながら
問題を詳解してあり、理論と実務の両面を兼ね備えています。
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